
主目的 7 32 3

副目的

款 項 目 大 中

固定資産評価審査委員会運営事業

会計区分 事業類型 法定受託系

担当係

事業番号 034

平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート

総務部

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

一般会計 担当課

事務事業名 担当部

根拠法令・個別計画

2

総合計画

分野別計画

予算区分

事業期間

市有財産の有効活用に努める

1

平成１２年度以前

行政経営

2

～

市民税課

税制係

3

地方税法第436条及び小牧市市税条例第71条の3

1

平成３０年度以降

税・財政

◆２４年度実施内容

６人の委員で構成され、各審査申出に対して３人の委員が担当して審査する。

事務局は、最低正規職員３人が書記として会議等の開催、資料作成等に従事している。

平成２４年度

・申出件数　２６件

・固定資産評価審査委員会　７回

◆２４年度直接経費の内訳

　旅費(66千円)

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定する。

内容

（手段）

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円 0

6.00

直接経費

無

1,599

2,260

要要要要

対前年比

その他財源

1,902

正職員

一般財源

0

費用合計

1,599

従事者数

26

その他職員

人件費

従事者数

人件費

費

用

462

Ｈ24決算額

223277

1,599

6.00

324

0.30

6.00

99

0.30

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

国・県支出金

2,022

108.1

2,022

1,870

98.3

1,870 2,260

財

源

111.7

00

00

1,599

Ｈ23決算額

0

0.30

　旅費(66千円)

　食料費(4千円)

　筆耕翻訳料(29千円)

◆２５年度直接経費の内訳

　旅費(33千円)

　食料費(8千円)

　筆耕翻訳料(152千円)

　有料道路・駐車場使用料(6千円)

0.30

6.00

0

1,902

受益者負担

Ｈ25予算額

（手段）

Ｈ22決算額

19948

千円 0その他財源 000



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

平平平平

成成成成

２２２２

４４４４

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

事業実施におけ

る課題

固定資産の適正かつ公平な評価に寄与するため、審査申出の受付、審査委員会開

催準備から決定までの審査事務の手続きを円滑に行う必要があります。

14

H24

H24

―

回

H25H22

―

― ―

26

―

H23

6

034

成果指標名

審査申出件数

活動指標名

固定資産評価審査委

員会

H22

―

7

件

24

事業番号

H23

事業の

達成状況

「固定資産評価審査委員会」に申し出のあった不服申し立てについて、適正・円滑に

審査・決定がされました。

―

5

―

H25

平平平平

成成成成

２２２２

５５５５

年年年年

度度度度

のののの

改改改改

善善善善

内内内内

容容容容

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

平平平平

成成成成

２２２２

６６６６

年年年年

度度度度

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

２６年度以降

の改善案

委員会の職務を行うため、会議の開催、資料作成、研修等を適切に実施するととも

に、適正・円滑な審査委員会運営に努めます。

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

法律で実施が義務付けられている事業であり、事業手法についても妥当であると判

断されます。

判定理由

判　定　理　由

維　持

審査委員会の運営について、より迅速で適正な審査ができるように事務事業を行う必

要があります。

維　持

地方税法に基づき設置することとされている執行機関であり、廃止・休止はできませ

ん。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

一次評価のとおり。

方向性の判定

方向性の判定


